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研究成果の概要（和文）：以下の2つの知見を得た。①既判力を訴訟物を基準とせず判決理由中の判断に既判力を及ぼ
す必要がある局面が存在し得る。②既判力の作用局面のうちの前訴後訴の訴訟物が矛盾関係に立つ場合については、日
本法・ドイツ法ともに近時これを拡大する傾向がある。しかし、ドイツ法は既判力の本質論として一事不再理説を採用
しておりこの場合の処理が容易である（後訴の却下でよい）のに対し、日本法では拘束力説が採用されておりこの場合
の処理が困難である（前訴判決の既判力を前提として後訴を判断しなければならない）。以上よりドイツと異なり日本
ではこの場合の取扱いには慎重さが求められる。

研究成果の概要（英文）：The following 2 conclusion were able to be achieved: 1) There are cases where res 
judicata should be granted not only on the level of the object of lawsuit but also on the level of the 
reasoning of the judgement. 2) Among the dimentions where res judicata works, the one where the object of 
the first lawsuit is contrary to that of the second tends to be expanded both in Japan and in Germany. 
But there is a difference between the German and Japanese systems in that in Germany res judicata are 
understood to work as ne-bis-in-idem, whereas in Japan through res judicata the first judgement is 
supposed to make the basis for the second lawsuit, which makes it difficult to treat the case in which 
the object of the first and second lawsuit are contrary to eachother. Therefore this case is to be 
treated with high descretion within the context of Japanese Civil Procedure.

研究分野： 民事訴訟法

キーワード： 既判力
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１．研究開始当初の背景 
 （1）研究開始当時、口頭弁論終結後の承
継人への既判力拡張について議論の著しい
進展があった。具体的には、いわゆる形式説
に立つと、ＸのＹに対する所有権に基づく明
渡請求訴訟の認容判決が確定した後にＹが
Ｚに目的物を譲渡して占有を移転した場合
などでは、Ｚに既判力が拡張することにより
Ｚが争えなくなるのは、ＸのＹに対する所有
権に基づく土地明渡請求権のみであり、それ
とＺの明渡義務とは無関係であるため既判
力の拡張が空振りに終わるのではないか、と
いう問題提起がなされるに至っていた（丹野
達「既判力の主観的範囲についての一考察」
法曹時報 47 巻 9号〔1995 年〕2037 頁、菱田
雄郷「口頭弁論終結後の承継人に対する既判
力の拡張」法律時報 82巻 11 号 111 頁〔2010
年〕、山本克己「口頭弁論終結後の承継人」
高橋宏志ほか編『民事訴訟法判例百選〔第 4
版〕』188 頁〔2010 年〕）。そして、この問題
に対する一つの解決策として、上記の場合、
ＺはＸのＹに対する所有権に基づく土地明
渡請求権の存在が争えなくなる以上、その一
環としてＸの所有権も争えなくなる、との解
釈論が提案されるに至っていた（中西正「既
判力・執行力の主観的範囲の拡張についての
覚書」河上正二ほか編『要件事実・事実認定
論と基礎法学の新たな展開』612頁〔2009年〕）。
中西教授によるこの解決案は妥当である可
能性が高いが、しかし、従来、ＸのＹに対す
る所有権に基づく甲土地明渡請求訴訟の認
容判決が確定しても、その既判力によりＹは
甲土地所有権がＸに帰属することを争えな
くなるわけではないと解されてきたこと（以
下、「判決理由中の判断のドグマ」、という）
との理論的関連が問題となる。この一連の議
論の展開は、従来疑われることがなかった、
この判決理由中の判断のドグマの正当性の
再検討を迫っていると考えられた。 
 （2）他方で、既判力の作用の局面として
は、①前訴と後訴の訴訟物が同一の場合、②
前訴の訴訟物が後訴の訴訟物の先決関係に
ある場合、③前訴と後訴の訴訟物が矛盾関係
にある場合、の３つが挙げられるのが通常で
あるが、このうち③については、若干の例が
具体例として挙げられる程度で、その射程が
どの場合に及ぶのかの検討が従来十分にな
されてこなかった。その中で、本研究開始当
時、松本博之＝上野泰男『民事訴訟法〔第 1
版～第 6版〕』（弘文堂）が、③の矛盾関係を
広く捉える議論を提唱していた。このことは、
③類型の射程の及ぶ範囲と存在意義につい
て再考が迫られていることを示唆している
と考えられた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の全体構想は、民事訴訟における既
判力の作用の仕方に関して再検討を行い、理
論的・実際的にみて最も妥当と考えられる既
判力の作用のあり方を明らかにすることに

あった。 
 具体的には、 
（1）既判力の作用の３局面のうちの「訴訟
物矛盾関係」拡張化の要因を明らかにし、こ
の類型が有する意義を明らかにすること。 
（2）訴訟物理論と、既判力の作用局面との
理論的関連を明らかにすること。 
（3）判決主文中の判断による既判力により、
前訴と後訴の訴訟物が異なる場合でも、攻撃
防御方法のレベルで遮断効が及ぶことはな
いか、を明らかにすること。 
（4）口頭弁論終結後の承継人への既判力拡
張のあり方について、形式説に立ちつつ、そ
の弱点を克服した理論を提示すること。 
 を本研究は目的としていた。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、本研究に関連する文
献を収集しこれらを閲読する他、研究会等の
機会を活用し他の研究者との意見交換を行
うという手法に依った。 
 具体的には、まず、神戸大学付属図書館で
手に入ることのできる文献を閲読した他、各
種図書を購入し、これらを閲読した。その他、
東京都千代田区所在の国立国会図書館、東京
都文京区所在の東京大学法学部図書室、福岡
市東区所在の九州大学文系合同図書室、京都
市上京区所在の同志社大学付属図書館、大阪
市西区所在の大阪市立中央図書館等に出張
し、本研究に関連する文献を猟集し、これら
を閲読した。その他、日本国内（特に福岡市
東区の九州大学、東京都文京区の東京大学、
大阪市中央区のエル・おおさか、大阪市中央
区の島根ビルほか）で開催された各種研究会
（九州手続法研究会、東京大学民事訴訟法研
究会、関西民事訴訟法研究会、民事訴訟法学
会関西支部研究会、民事訴訟法学会ほか）に
出席し、他の日本人研究者と意見交換を行っ
た。 
 以上は毎年度行ったが、初年度においては
特に日本法の分析に力を入れ、次年度、第三
年度は日本法に加えドイツ法の分析も行い、
最終年度は得にドイツ法の分析に力を入れ
た。 
 とりわけ最終年度においては、ドイツケル
ン大学を訪問し、同大学手続法研究所にてド
イツ民事訴訟法に関する文献収集に従事し
た他、同研究所所長ハンス・プリュッティン
グ教授をはじめとするドイツ民事訴訟法研
究者と意見交換を行った。 
 
４．研究成果 
 得られた研究成果としては以下がある。 
 （1）まず、既判力の主観的拡張の局面（Ｘ
のＹに対する所有権に基づく移転登記抹消
請求訴訟の請求認容後、権利実現前にＹがＺ
に所有権を移転し登記も移転したため、Ｘが
Ｚを相手に所有権に基づく移転登記抹消請
求訴訟を提起する、という局面）については、
かかる場合の既判力拡張の趣旨（ＸがＹに対



する勝訴によって得た地位が口頭弁論終結
後の敗訴者の地位の移転により掘り崩され
ることを防ぐこと）に鑑みれば、この場合に
前訴判決理由中の判断たるＸの所有権に拘
束力を及ぼすよりも、Ｘ→Ｚ訴訟の訴訟物を
Ｘ→Ｙ訴訟の訴訟物と同一だと擬制する（あ
たかもＹ→Ｚの地位移転がなかったかのよ
うに扱う。三木浩一ほか『民時訴訟法〔第 2
版〕』〔有斐閣、2015〕）456 頁、鶴田滋「口頭
弁論終結後の承継人への既判力拡張の意味」
法政研究 81 巻 4 号 819 頁以下参照）という
のが望ましい解決だという結論を得た。 
 しかし、このように考えるとＸ→Ｙの所有
権移転登記抹消登記請求認容判決後、再度Ｘ
がＹを相手に所有権移転登記抹消登記請求
訴訟を提起した場合に後訴に前訴既判力が
どう及ぶか、という問題が生じることが明ら
かとなった。具体的には、後訴における請求
を理由付ける事実は「①後訴口頭弁論終結時
のＹ名義の登記の存在、②後訴口頭弁論終結
時のＸの所有権」であるところ、前訴判決で
確定しているのは飽くまで「前訴口頭弁論終
結時のＸのＹに対する移転登記抹消登記請
求権」のみであり、この既判力を後訴に及ぼ
しても依然として空振りに終わるという状
態に変化はないからである。この事案（前訴
口頭弁論終結後の新事由は存在しないもの
とする）でＸの勝訴を前訴既判力の効果とし
て導くには、前訴判決理由中の判断である
「Ｘの当該土地所有権」について拘束力を認
める以外にないと考えられる。 
 以上により研究目的（4）との関係で訴訟
物の同一性を擬制するという解決が相当で
あると考えられること、また研究目的（2）（3）
との関係で、訴訟物が同一の局面ですら判決
理由中の判断に拘束力を認める必要性が存
在すること、訴訟物は既判力にとって必ずし
も一義的な基準とは生らないこと、が明らか
となった。 
 （2）既判力の作用局面のうちの「矛盾関
係」との関係では、かかる矛盾関係は、他の
既判力作用局面（訴訟物同一・先決）で説明
の付かない場面の解決のための窮余の策と
して多用されている傾向がある。しかし、こ
の局面の拡張の主唱者である松本博之先生
が、既判力本質論においてドイツ法下での通
説と同様に一事不再理説を採用しているこ
とが一つのポイントであるとの帰結を得た。 
 即ち、既判力本質論における一事不再理説
では、訴訟物が前訴後訴で同一・矛盾の場合
には後訴却下という規律が導かれる（これは
同一「事件」については二度の裁判所の利用
を許さない、という思想に基づく）。従って、
「矛盾関係」を拡張してもその後の処理とし
ては、後訴却下ということで問題が生じない。
これに対し、日本法下では拘束力説（前訴判
決の内容と同一の内容を後訴でも前提とし、
これに矛盾する判断をしてはならないこと
を既判力の効果としてみる考え方）が採用さ
れており、この拘束力説のもとでは、矛盾関

係と捉えた上で、では前訴判決の既判力が後
訴をどのように拘束するのかという問題が
生じる。また、既判力本質論の関連では、日
本法下で一事不再理説を取る余地はないも
のと思われる。 
 以上より、研究目的（1）との関連で、「訴
訟物矛盾関係」という既判力作用局面はドイ
ツ法流の一事不再理説の元では一定の意味
を用いるが日本法が前提とする拘束力説の
もとでは、これを拡張することには問題が伴
うこと、また日本法において既判力本質論と
して一事不再理説を採用することには問題
が多いこと、が明らかとなった。 
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